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は劇場から「3Dよりも2Dの吹替えを上映するべきだった」という声が上がるほど3D需要が大き
く落ち込んだ年でもあり、こうしたトレンドの変化が「ハリー・ポッター」や「パイレーツ・オブ・
カリビアン」などの超大作にとって、高いハードルになったといえるのではないだろうか。

■  18年ぶりのスクリーン数減少/スクリーン数

　2011年のスクリーン数は3339。1993年以来、増加を続けていたが18年ぶりに減少した。オー
プン数とクローズ数の和である純減数は73で、その内、東日本大震災の直接的被害によりクロー
ズを余儀なくされたものは40スクリーンだった。ということは、震災がなかったとしても2011
年のスクリーン数は減少する可能性が高かったということになる。近年は競争激化などにより、
シネコンの出店ペースは減速傾向にあった。街中映画館など中小規模の劇場のクローズ数が新規
出店数を上回ることは時間の問題であっただろう。
　また、スクリーンのデジタル対応だが、東宝は95％、東映は100％のスクリーンが対応済み。
松竹と角川は2012年度中にほぼすべてのスクリーンをデジタル化すると発表された。そこに関
連するのは3Dだが、東宝の島谷社長は「日本映画はスペクタクルよりも人間ドラマで支持を得て
いる」として「（3D映画の製作・公開）本数は少なくなるのではないか」という考えを示した。他
の各社も同様の意向を示しており、積極的に3D作品を製作する意欲は低そうだ。

■  2012年以降の見通し

　島谷社長は「2010年はビンテージイヤーだった」という表現で、“前年比”が非常に低かったこ
とを評した。「2001年に初めて2000億円を突破してからは、毎年、2000億円前後で推移して
いる。2011年はそうした基準値と比較するとマイナス10％ほどで、やむを得ない範囲」という
ことだ。松竹の迫本社長も「作品の力が全体的に弱かった」と言及していたが、年ごとに作品力に
ある程度の強弱がつくのは当然。つまり、2011年が興収前年比82.4％という結果に終わったのは、
2010年の「アバター」「アリス」の作品力が（3Dブームと相俟って）突出していたということだ。
　昨年の不振が、たまたま作品力が低かったことと震災の影響だったとすれば、2012年以降の
映画産業はまず安泰だが、各社トップからはその他にも懸念材料が提示されている。
　例えば角川の椎名社長は円高が止まらないことで「宣伝費が目減りしている。スターの来日も
少なくなった」として「どうカバーしていくかも課題」と語り、東映の岡田社長は「シネコンが飽
きられてきたのではないか。次のイベントを考えないといけない」とユーザーのマインドを刺激
する仕掛けが必要との考えを示した。
　いずれにしても、日本の映画産業は東日本大震災と3D効果の消失などで大きなマイナスを被っ
たことは間違いない。問題は、マイナス要因が一時的なものなのか、それとも、回復に時間がか
かる中長期的なものなのかだ。そして、仮に中長期的な問題であった場合は、回復までに要する
時間が次の問題となり、中小の配給会社や劇場の命運を分けることになるだろう。幸いにして
2012年1月の興行はまずまず順調だ。このまま回復基調に乗っていくことに期待したい。
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